
戦争を呼び込み、国民のいのちと暮らし 

を破壊する違憲の「安保３文書」は撤回させよう 

 

  

いま、政府は、平和を願う国民の思いに反して、日本が戦争を仕掛け、戦争に巻

き込まれる危険を大きくしようとしています。「安全保障」の名のもとに、軍事大国

になり、国民のいのちと暮らしが破壊されようとしています。 

 

 岸田内閣は、１２月１６日、「安保３文書」を閣議決定しました。これは、国民的

な議論も国会の審議もないままで、日本の安保政策を大転換させるものです。これ

まで保有を認めてこなかった「敵基地攻撃能力（反撃能力）」の保有を明記し、防衛

費を倍増させることを決めました。 

 敵基地攻撃能力の保有は「相手方が武力攻撃に着手」すれば可能とされ、何が「着

手」かは明らかでないため、憲法にも国際法にも反する先制攻撃が可能になります。

安保法制のもとでは、日本が直接攻撃されていなくても集団的自衛権の行使ができ

るため、日本がアメリカの戦争に引き込まれる危険がいっそう大きくなりました。

敵基地攻撃能力保有による「抑止」は、限りない軍拡競争をもたらし、周辺諸国と

の軍事的緊張を高めます。国民のいのちを守るどころか、それを危くするものです。 

 防衛費のかつてない増額は、その必要性の根拠がはっきりしないだけでなく、そ

れによって国民のくらし・福祉に関わる予算の切り捨てにつながり、増税など負担

を増大させます。 

 このような違憲の安保政策への転換を民主的な議論なしに行うことは、集団的自

衛権の容認と同様に重大な立憲主義違反といわざるをえません。 

 山口県は中国、朝鮮半島、台湾との距離が近く、東アジア最大規模の岩国基地も

あります。戦争が始まれば、沖縄、南西諸島と同様に、相手方からの反撃によって

住民は壊滅的な被害を受けるおそれがあります。 

  

市民連合＠やまぐちは、安保法制の廃止と立憲主義の回復をめざして、野党の結

集を働きかけてきました。いま、「安保３文書」の撤回を求めて、市民と野党が力を

合わせるときです。私たちは、広く県民に、平和のためには、９条を活かして地域

の安定に向けた柔軟な外交努力をすることこそが必要であること、「安保３文書」は

県民のいのちと暮らしを守るうえで、必要性がなく、効果もなく、かえって、重大

な危険をもたらすものだということを伝え、これを撤回させる世論と運動をつくっ

ていく決意です。 
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